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Ⅰ .　事案の概要
　X は、同年13年 2 月13日、Y との間で、金銭消費貸借契約（以下「本件契約」
という。）を締結した。また、同日、建物の X の持分について、極度額300万円、




を受け、同時に破産手続の廃止決定を受けた。その後、X は、平成18年 1 月26
日、免責許可決定を受け、同決定は同年 2 月24日に確定している。X は、平成27
年12月18日、本件貸金債権について消滅時効が完成し、本件根抵当権は消滅した
と主張し、Y に対し、根抵当権設定仮登記の抹消を求めて訴えを提起した。な













（最判平成30年 2 月23日民集72巻 1 号 1 頁）
加 藤 甲 斐 斗






































































新・判例解説 Watch 23号99頁（2018）、小山泰史「判批」私法判例リマークス58号 6 頁
（2019）等がある。

























































































（12）　斎藤常三郎『破産法及和議法研究 第 9 巻』77頁（弘文堂書房、1934）。
（13）　 4  COLLIER ON BANKRUPTCY ¶ 524.02【 1 】（Richard Levin & Henry J. Sommer eds., 
16th ed.）.、高木新二郎『アメリカ連邦倒産法』241─242頁（商事法務研究会、1996）、福岡真
之介『アメリカ連邦倒産法概説〔第 2 版〕』229頁（商事法務、2017）。













































































































































































310　　早法 95 巻 1 号（2019）
につき一部免除がなされた場合又は免責がなされた場合（民事再生法178条 1 項）、
一部免除された部分及び免責された部分については消滅するのではなく、自然債
務として残存すると解されるのであるから
（27）
、免責許可決定と再生計画認可は、そ
の効果においても基本的には共通している。したがって、免責許可決定と再生計
画認可の以上のような法的性質の差は、別除権付債権について免責対象となると
しつつ、一方で再生計画の効力は及ばないとする解釈を合理的なものとする事情
にはならないというべきである。
　以上により、本判決のように別除権付破産債権に免責許可決定の効力が及ぶと
解するべきではなく、別除権付債権のうち、少なくとも別除権とされる担保権に
よって担保されている部分については、免責許可決定の効力は及ぶものではない
と解するべきである
（28）
。他方、別除権付債権のうち担保権実行により回収すること
ができなかった部分（不足額分）については免責許可決定の効力が及ぶというべ
きであろう。
（ 2 ）免責許可決定後における消滅時効進行の有無
　別除権付債権につき免責許可決定の効力が及ばないことは先に述べた通りであ
るが、免責許可決定後、別除権者はその有する別除権付債権をもって債務者の一
般財産につき強制執行を行うことはできない。そうすると、免責許可決定後にお
いては、別除権者は、債務者が任意に履行をするか、又は別除権とされる担保権
を行使しなければ、別除権付債権につき満足を得ることができないのであるか
ら、なお「権利を行使することができる時」（民法166条 1 項）を起算点とする消
滅時効の進行を観念することができるかという問題は生ずる。
　別除権付債権と別除権とされる担保権とは別個の権利ではあるが、別除権者は
その担保権を行使することによって別除権付債権について満足を得ることができ
るのであるから、やはり「権利を行使することができる」というべきであろう。
また、本判決の原審（福岡高判平成28年11月30日民集72巻 1 号13頁）の指摘するよ
うに、担保権者の換価時期選択の自由を保障するという観点から、別除権付債権
につき免責許可決定の効力が生じた場合には、「権利を行使することができる時」
（27）　園尾＝小林編・前掲注（17）943頁〔三木〕は、自然債務になるとしつつ、手続中は債
権のすべての効力が停止されるため、あたかも債権自体の消滅と同様になると解している。
（28）　なお、別除権付債権につきそもそも免責許可決定の効力が生じていないと解する場合、
別除権付債権を有する者は、その担保権を実行するのではなく、債務者の一般財産（例え
ば、新得財産）につき強制執行を行うことができるのではないかという問題が生ずる。しか
しながら、別除権付破産債権を有する者は、不足額分についても完全な満足を得ることがで
きる可能性は極めて低かったのであるから、別除権付破産債権を有する者が、不足額分につ
いても完全な回収を図る目的で一般財産に対して強制執行を行うことは、権利の濫用により
許されないというべきであろう。
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を起算点とする消滅時効の進行を観念することができないと解することも困難で
ある。なぜなら、破産手続において、破産管財人は、抵当不動産につき民事執行
法その他強制執行の手続に関する法令の規定により、これを換価することがで
き、抵当権者はこの換価を拒むことはできない以上（現行破産法184条 2 項）、抵
当権者が別除権付債権の時効消滅期間の満了前までにその実行を強いられること
となったとしても当該抵当権者の換価時期選択の自由が不当に侵害されていると
評価することはできないからである。
（ 3 ）私見に基づく結論
　以上の検討によれば、本件においては、本件貸金債権はそもそも免責対象とは
なることはなく、本件免責許可決定が確定した平成18年 2 月24日以降もなお「権
利を行使することができる時」を起算点とする消滅時効の進行を観念することが
できるから、平成27年12月18日時点においては、既に本件貸付債権について消滅
時効は完成していたものというべきであろう。したがって、本件では、Y の本
件貸付債権は消滅時効により消滅したものとして、X の請求を認容するべきで
あったものと考えられる。
5 　おわりに
　本判決は、本件貸金債権につき免責許可決定の効力が及ぶことを当然の前提と
している。おそらく、本判決は、免責許可決定の効力は非免責債権に該当しない
あらゆる破産債権に及ぶという理解を前提に、本件貸金債権は非免責債権に該当
しない以上、免責対象となると解したのであろう。しかしながら、別除権が免責
許可決定の効力を受けることがないにもかかわらず、別除権付債権たる本件貸金
債権につき、免責許可決定の効力を及ぼすことができるかどうかは疑問である。
そこで、本稿では、旧破産法における議論、現行破産法における議論及び民事再
生法における議論を踏まえつつ、担保権の附従性に関する例外規定の不存在や再
生計画が別除権のみならず、別除権付債権にも影響を及ぼさないと理解されてい
ることとの均衡などを下に、免責許可決定の効力が別除権付債権に及ばないこと
を論じた。
